　　　姉妹都市等との交流事業補助金交付要綱

（平成２０年３月２８日告示第４３号）

改正　平成２３年２月２２日告示第２２号

平成２６年２月１４日告示第２１号

平成２８年３月２２日告示第５５号

平成３１年３月２５日告示第５０号

令和２年３月２４日告示第８４号

　姉妹都市等との交流事業補助金交付要綱（平成２０年告示第４３号）の一部を次のように改正する。
　（趣旨）

第１条　この要綱は、大野市と姉妹都市等との交流を促進するため、両市等との間における産業、教育、文化、スポーツ等の交流に係る経費の一部を予算の範囲内で補助するために必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　(1) 姉妹都市等　別表第２に掲げる自治体をいう。

　(2) 団体　民間団体（法人又は非法人を問わない。）、小・中学校及び高等学校の児童・生徒で構成する団体その他市長が適当と認める団体をいう。

　(3) 交流事業　姉妹都市等の団体と相互の友好親善や交流を図るために行い、又は参加する産業、経済、学校・社会教育、文化、スポーツその他の事業をいう。

　(4) 訪問事業　大野市（以下「市」という。）の団体が姉妹都市等を訪問する交流事業をいう。

　(5) 受入事業　姉妹都市等の団体を市の団体が受け入れる交流事業をいう。

　（補助対象事業）

第３条　補助対象となる事業は、訪問事業にあっては市内の団体が５名以上の参加者をもって姉妹都市等を訪問して行う交流事業のうち市長が適当と認めるものとし、受入事業にあっては姉妹都市等から５名以上の参加者の訪問を受けて行う交流事業のうち市長が適当と認めるものとする。ただし、国、地方公共団体の事業により補助を受けているものを除く。

　（訪問事業補助対象経費）

第４条　訪問事業補助対象経費は、別表第１に規定する交通費及び宿泊料とする。この場合において、実際にかかる経費と大野市一般職の職員の給与に関する条例（昭和４１年条例第４６号）第３条第１項に規定する一般職の職員１級であるもの（以下「市職員１級」という。）の旅費相当額の交通費及び宿泊料を比較しそれぞれ少ない額とする。

　（訪問事業補助金の額）

第５条　訪問事業補助金の額は、補助対象経費（他の団体等が負担する経費がある場合は、その金額を除した額）に３分の１を乗じて得た額以内とし、別表第２に規定する額を限度とする。ただし、１，０００円未満の額は、切り捨てる。

２　前項の規定にかかわらず、茨城県古河市への訪問事業補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額以内とし、別表第２に規定する額を限度とする。ただし、１，０００円未満の額は、切り捨てる。

　（受入事業補助対象経費、補助率等）

第６条　受入事業補助対象経費及び補助率等は、別表第３のとおりとする。ただし、補助対象経費は、受入事業に係る経費のうち市内の団体が負担する経費とする。

　（受入事業補助金の額）

第７条　受入事業補助金の額は、別表第３に規定する補助金の額を合計したものとし、３００，０００円を限度とする。ただし、１，０００円未満の額は、切り捨てる。

　（交付申請等の手続）

第８条　補助金交付申請等の手続は、大野市補助金等交付規則（昭和５７年規則第３号）の規定による。

　（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

（この要綱の失効）

２　この要綱は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第５条第２項の規定は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。

　　　附　則（平成２３年告示第２２号）
　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成２６年告示第２１号）
　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成２８年告示第５５号）
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３１年告示第５０号）
この要綱は、平成３１年３月３１日から施行する。ただし、第２条、第５条及び別表第２の改正規定は平成３１年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和２年告示第８４号）
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
別表第１（第４条関係）

	
	区分
	交通費の算出基礎
	備考

	実際にかかる経費
	交通費
	次の各号に該当するものとする。

(1)姉妹都市等までに利用する列車、バス、船舶及び航空機の運行区間による運賃並びに交流先までのバス等の自動車借上料（自動車借上料は一般旅客自動車運送事業者の許可（道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）第４条第１項に規定する許可をいう。）を受けた事業者又は自家用自動車有償貸渡事業の許可（法第８０条第１項に規定する許可をいう。）を受けた事業者から自動車を借上げて運行した際に係る費用。自動車借上料には当該借上自動車運行にかかる有料道路使用料、駐車料金及び燃料費を含む。）

(2) 有料道路使用料

(3) 駐車料金

(4) 燃料費
	・大野市から交流先への移動に係る交通費とする。

・列車、バス、船舶、航空機及び自動車借上の併用を認める。



	
	宿泊料
	交流先での宿泊料（飲食に係る経費を除く。）
	

	市職員１級の旅費相当額
	交通費
	鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃相当額
	鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の併用を認める。

	
	宿泊料
	宿泊料相当額。
	


別表第２（第５条関係）

	訪問する姉妹都市等
	補助金の限度額

	茨城県古河市、北海道新ひだか町、岩手県葛巻町、福島県相馬市
	４００，０００円

	新潟県糸魚川市、兵庫県南あわじ市、愛知県岩倉市、岐阜県郡上市、岐阜県美濃市、富山県黒部市、三重県尾鷲市、岐阜県高山市、岐阜県飛騨市、滋賀県守山市、滋賀県彦根市、滋賀県甲賀市、愛知県刈谷市
	２００，０００円

	福井県高浜町、福井県美浜町
	１００，０００円


別表第３（第６条関係）

	区分
	補助対象経費
	補助金

	資料代
	交流を行うための資料作成に係る経費
	補助対象経費の５０パーセント以内とする。

	送迎旅費
	市を訪問する団体の送迎に係る経費のうち、市の最寄りの特急列車の停車駅又は空港からの公共交通機関利用料金又は送迎自動車借上料（有料道路使用料、駐車料金及び燃料費を含む。）
	補助対象経費の５０パーセント以内とする。

	施設使用料
	市内の各施設を使用する際にかかる経費（宿泊料を除く。）
	補助対象経費の５０パーセント以内とする。

	施設入場料
	市内の各施設の入場料
	補助対象経費の５０パーセント以内とする。

	宿泊料
	市内の宿泊施設を利用する経費
	補助対象経費の５０パーセント以内とし、宿泊者１名につき２，０００円を限度とする。

	謝礼金
	交流を行うために依頼する市内の講師やガイド等に係る経費
	補助対象経費の５０パーセント以内とする。

	食糧費
	交流を行うために行う会食等にかかる経費（市内の飲食店等に支払うものに限る）
	補助対象経費の５０パーセント以内とし、参加者１名につき３，０００円を限度とする。対象とする会食は１回のみとする。

	手土産代
	交流する団体に手渡す土産品の購入にかかる経費（土産品は市内で製造及び販売されたものに限る）
	補助対象経費の５０パーセント以内とし、５，０００円を限度とする。


